
第９節 電力・ガス取引監視等委員会 ······························································· 367 

１．電力・ガス取引監視等委員会への改編と活動状況 ···················································· 367 

２．電力市場における適正な取引確保のための厳正な監視など ············································ 368 

２．１．電力市場における競争状況の評価 ···························································· 368 

２．２．小売部門の監視について ···································································· 371 

２．３．卸部門の監視について ······································································ 375 

２．４．送配電部門の監視について ·································································· 375 

２．５．原価算定期間終了後の小売電気料金の事後評価 ················································ 377 

２．６．監査 ····················································································· 380 

３．電力市場の更なる効率化、競争促進のための取組 ···················································· 380 

３．１．ネガワット取引に係る環境整備 ······························································ 380 

３．２．一般送配電事業者による調整力の公募調達について ············································ 381 

３．３．広報／消費者保護対策 ······································································ 382 

４．ガス小売全面自由化に向けた取組など ······························································ 383 

４．１．ガス小売事業者の登録に係る事前審査 ························································ 383 

４．２．経過措置料金規制を課す事業者の指定 ························································ 383 

４．３．託送供給約款の審査 ········································································ 384 

４．４．各種ガイドラインの整備 ···································································· 387 

４．５．広報／消費者保護対策 ······································································ 388 

４．６．監査 ····················································································· 389 



 

367 

第９節 電力・ガス取引監視等委員会 

１．電力・ガス取引監視等委員会への改編と活動状況 

電力取引監視等委員会は、2015 年９月１日に設立し、

2015 年６月に成立した「電気事業法等の一部を改正する

等の法律」に基づき、2016 年４月より電力取引監視等委

員会にガス・熱に関する業務が加わり、電力・ガス取引監

視等委員会（以下「当委員会」という。）に改編された。

「参照：第１図表 電力・ガス取引監視等委員会 組織図」 

当委員会は、法律に基づき、①電力・ガス・熱の適正取

引の確保やネットワーク部門の中立性確保に係る厳正な

監視、②電力・ガス・熱の適正取引等に係るルールづくり、

を主として行っている。 

また、当委員会の下には、2016 年度末時点で、制度設

計専門会合、送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検

討ワーキング・グループ、料金審査専門会合、火力電源入

札専門会合の４つの専門会合が設置されていた。 

2016 年度（2016 年４月１日～2017 年３月 31 日）の各

審議会の開催実績は、電力・ガス取引監視等委員会が 51

回、制度設計専門会合が 11 回、料金審査専門会合が 12

回、送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検討ワーキ

ング・グループが４回、となっていた。「参照：第２図表 

開催状況」 

2016 年９月 16 日に第１回送配電網の維持・運用費用の

負担の在り方検討ワーキング・グループが開催された。 

 

 

 

第１図表 電力・ガス取引監視等委員会 組織図（2017 年３月末時点） 
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第２図表 開催状況 

会合名 開催時期 2016 年度開催実

績 

 

累積開催実績 

（2017 年３月

末時点） 

電力・ガス取引監視等委員会 2015 年 9 月 1 日～ 51 回 76 回 

制度設計専門会合 2015 年 10 月 9 日～ 11 回 16 回 

送配電網の維持・運用費用の負担 

の在り方検討ワーキング・グループ 

2016 年 9 月 16 日～ 4 回 4 回 

料金審査専門会合 2015 年 9 月 4 日～ 12 回 24 回 

火力電源入札専門会合 2015 年 12 月 22 日～ 0 回 4 回 

２．電力市場における適正な電力取引確保のため

の厳正な監視など 

２．１．電力市場における競争状況の評価 

（１）新電力などへのスイッチング実績 

2017 年３月の電力取引報によると、電力の小売

全面自由化で新たに自由化された市場において、

新電力（旧一般電気事業者を除く小売電気事業者

をいう。以下同じ。）への契約の切替えを選択した

需要家が全国で約 4.7％となっていた。また、地

域の既存電力会社が設定した自由料金メニューへ

の切替えを選択した需要家も約 4.1％となってお

り、両者を合わせると、約 8.8％の消費者が自由

料金メニューへの切替えを行っていた。「参照：第

３図表 新電力への契約先の切替え（スイッチン

グ）実績」また、全面自由化後、特高・高圧部門

における新電力のシェアも増加しており、結果と

して、電力市場全体としては、新電力のシェアが

約 9.1％となっていた。「参照：第４図表 新電力

の市場シェア（2012 年４月～2017 年３月）」 

 

 

 

第３図表 新電力への契約先の切替え（スイッチング）実績 
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第４図表 新電力の市場シェア（2012 年４月～2017 年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）料金メニューの多様化 

新電力の提供する料金メニューを見ると、全体

的な傾向としては、基本料金と従量料金の二部料

金制とした上で、燃料費の変動を調整するなど、

既存の料金メニューに準じた料金設定が多く見ら

れた。他方、一部では、完全従量料金、定額料金

制、指定された時間帯における節電状況に応じた

割引など、新しい料金メニューも提供されるよう

になった。 

 また、再生可能エネルギーなどの電源構成や、

地産地消型の電気であることを訴求ポイントとし

て顧客の獲得を試みる小売電気事業者の参入も見

られ、中には需要家が発電所を選んで得票数の多

かった発電所に報奨金を与えることができるなど、

特色のある小売電気事業者も存在している。 

 さらに、電力消費の見える化（電気の使用状況

の可視化）や、電気の使用状況などの情報を利用

した家庭の見守りサービスなども提供され始めて

いる。応援するスポーツチームとの繋がりや里山

の景観保存など、需要家の好みや価値観に訴求す

るサービスも始まっている。 

地域別には、低圧分野では、東京・中部・関西・

九州など、都市圏において多くの小売電気事業者

が新規参入してきた。北陸（富山県・石川県）・四

国（高知県・徳島県・香川県・愛媛県）において

は、供給を行っている小売電気事業者の数は相対

的に少ない傾向にある。「参照：第５図表 都道府

県別に見た一般家庭に供給実績がある小売電気事

業者（2017 年３月末時点）」

特高・高圧分野に占める新電力シェア： 

12.4%（2017 年 3 月時点） 

総需要に占める新電力シェア： 

9.1%（2017 年 3 月時点） 

低圧分野に占める新電力シェア： 

4.1%（2017 年 3 月時点） 
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第５図表 都道府県別に見た一般家庭に供給実績がある小売電気事業者数（2017 年３月末時点） 

 

（３）卸電力取引の状況 

競争を活性化させるためには、卸電力市場にお

いて、十分な取引量が確保されていることが重要

である。 

旧一般電気事業者各社の自主的取組の改善の効

果に加え、小売全面自由化に伴う新電力の買い入

札量の増加により、取引所取引量は昨年と比べて

大きく増加した。2016 年の取引量は、2005 年の市

場開設以来、初めて 200 億 kWh を突破し、販売電

力量全体に占める 2017 年３月末時点の割合は、

3.7％となった。 

また、2016 年９月より、総合資源エネルギー調

査会基本政策分科会の下に設置された電力システ

ム改革貫徹のための政策小委員会における集中的

な議論が行われ、中間取りまとめが行われた。こ

れを踏まえ、新電力の参入を更に進めるための卸

電力市場の活性化策として、ベースロード電源市

場を創設する方針となった。これは、現状では実

質的に旧一般電気事業者がその大部分を保有する、

石炭、水力、原子力などの安価なベースロード電

源を市場に供出することで、新電力の電源へのア

クセスを向上させ、競争を促進することを目的と

する制度である。また、2013 年から行われてきた、

旧一般電気事業者が余剰電力を卸取引市場へ供出

するなどの自主的取組の改善に加え、諸外国にお

ける取組を参考に、2017 年度から、大手電力各社

の社内取引の一部を卸電力取引所経由で行うグロ

ス・ビディングを行うことが 2016 年 11 月の制度

設計専門会合で決定された。これは、取引の透明

化・効率化、取引所取引の流動性・価格指標性の

向上といった意義があり、英国・北欧などにおい

て既に実施されてきた。各旧一般電気事業者は、

2017 年度の早期にグロス・ビディングを開始し、

１年程度で販売電力量の 10%程度の取引量が卸電

力取引所を経由することを目指し、その後も取引

量を拡大していくことを表明した。 

「参照：第６図表 ＪＥＰＸ（Japan Electric 

Power Exchange）取引量（約定量）のシェアの推

移（2012 年～2017 年３月）」 

  



 

371 

第６図表 ＪＥＰＸ取引量（約定量）のシェアの推移（2012 年～2017 年３月） 

 

 

（４）電力市場における競争状況の評価  

 こうした電力市場における競争状況の評価につ

いて、2016 年 11 月 1 日の制度設計専門会合におい

て基本方針・実施細目を取りまとめた後、電力取

引報、企業ヒアリング、需要家アンケート調査な

どの結果を分析し、2017 年 1 月 26 日の制度設計専

門会合で議論した上で、2017 年 3 月 31 日の制度設

計専門会合において取りまとめを行った。 

全体的な評価としては、2016 年度以降、低圧分

野における新電力のシェアが着実に伸びており、

新規参入事業者数の増加や料金メニューの多様化

など、電力システム改革の一定の成果が小売電力

市場で表れてきていると評価できるとされたが、

他方で、みなし小売電気事業者による地域間競争

や卸電力市場の活性化の状況など、まだその展開

が十分とは言えず、今後の進展を期待すべき点も

多いとされた。 

 

 

２．２．小売部門の監視について 

（１）小売電気事業者に対する改善指導事例 

 2016 年４月には電気の小売事業への参入が全面

自由化され、家庭を含む全ての需要家が電力会社

や料金メニューを自由に選択できることとなった。 

 こうした中、電気の小売供給に関する取引の適

正化を図るため、「電力の小売営業に関する指針」

を踏まえ、需要家への情報提供や契約の形態・内

容などについて、電気事業法上問題となる行為を

行っている事業者に対して指導を行うなど、事業

者の営業活動の監視などを行った。また、当委員

会の相談窓口などに寄せられた不適切な営業活動

などについて、事実関係の確認や指導を行うとと

もに、独立行政法人国民生活センターと共同し、

相談事例の紹介及びアドバイスについてプレスリ

リースを９回行い、情報提供した。 

「参照：第７図表 消費者からの相談状況」「参

照：第８図表 小売電気事業者に対する改善指導

などの相談状況」

 

 

 

 



 

372 

第７図表 消費者からの相談状況 

 

 

 

第８図表 小売電気事業者に対する改善指導などの相談状況 
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（２）小売電気事業者及び小売供給の登録に係る

審査 

小売電気事業者の登録に係る審査に当たっては、

資源エネルギー庁が、最大需要電力に応じるため

に必要な供給能力を確保できる見込みなどがある

かという視点から、当委員会が、「電気の使用者の

利益の保護のために適切でないと認められる者」

に該当しないかという視点から、それぞれ審査を

行ってきた。「参照：第９図表 登録に係る手続フ

ローと登録審査に係る条文（抜粋）」「参照：第 10

図表 小売電気事業登録申請及び登録事業者数の

推移」 

2016 年４月の電力の小売全面自由化に先立って、

2015 年８月から小売電気事業者の事前登録受付を

開始し、順次審査を行った。 

また、2017 年３月末までに、461 件（小売電気

事業 448 件、小売供給 13 件）の登録申請を受け付

け、当委員会及び資源エネルギー庁による審査の

結果、402 件（小売電気事業 389 件、小売供給 13

件）が登録された。 

 

  

第９図表 登録に係る手続フローと登録審査に係る条文（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②電力・ガス取引

監視等委員会に

よる審査 
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第 10 図表 小売電気事業登録申請及び登録事業者数の推移 

 

 

２．３．卸部門の監視について 

 適正な競争環境の確保の観点から、「適正な電力取引に

ついての指針」などのガイドラインに基づき、当委員会が

監視を行ってきた。東京電力エナジーパートナー株式会社

（以下「東京電力 EP」という。）は、卸電力取引所におい

て、2016 年４月から８月の間の平日昼間、限界費用（燃

料費など）を大きく上回る高値で入札を行い、一部で、卸

電力取引所の約定価格を上昇させていた。当委員会はこの

ような入札行為は市場相場を人為的に操作するものと評

価し、再発防止の観点から同社に対し業務改善勧告を実施

した。具体的な業務改善勧告の内容は次のとおりであった。 

 

（１）閾値を用いた売り入札価格の設定を今後行わないこ

と。 

（２）（１）を貴社の内部において周知徹底するとともに、

（１）を遵守するために必要かつ適切な社内体制を

整備すること。 

（３）（２）の実施のためにとった貴社の内部における具

体的な措置について、2016 年 12 月 16 日までに、当

委員会に対し、報告を行うこと。 

２．４．送配電部門の監視について 

（１）東京電力パワーグリッド株式会社から小売電気事業

者に対する電気使用量の確定通知の遅延問題 

 2016 年４月の電力小売全面自由化に伴い、各需要家の

電気使用量は、毎月、東京電力パワーグリッド株式会社（以

下「東京電力 PG」という。）などの一般送配電事業者が検

針し、小売電気事業者へ通知する仕組みとなった。こうし

た中、東京電力 PG において、情報システムの不具合など

により、同年４月分の電気使用量から小売電気事業者への

通知遅延が発生した。 

 これにより、小売電気事業者から各需要家に対する電気

料金の請求が遅れるなどの影響が生じることとなった（未

通知件数は、同年５月から８月までの間、約２万件で推移）。 

 本件は、2016 年５月 19 日に、同社から資源エネルギー

庁及び当委員会へ報告があり、これに対して、翌 20 日付

け及び６月３日付けで、システムの不具合の詳細と対策な

どを求める報告徴収を行った。これらの報告徴収に対する

回答などを受け、当委員会において検討を行った結果、①

約２万件に及ぶ最終需要家に影響が生じていること、②小

売電気事業者の切替えを行った最終需要家にとっては、切

替えをした結果、電気料金の請求書送付が遅れた形となり、

切替え先の小売電気事業者の信用に影響が生じているこ
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となどが確認され、電気事業法第 66 条の 11 第１項に規定

された「電力の適正な取引の確保を図るため必要があると

認めるとき」に該当すると判断したため、同月 17 日付け

で、同社に対し、業務改善勧告を発出した。具体的な内容

は以下のとおりである。 

 

＜業務改善勧告の概要＞ 

・具体的かつ効果的な改善計画の策定（小売電気事業者及

び小売電気事業者の需要家への対応を含む。） 

・計画実現のための体制整備 

・改善計画の的確な実施と定期的な検証・報告 

 

 本勧告に基づき、同社は、同年７月１日付けで改善計画

を策定した。具体的な内容は以下のとおりである。 

 

＜改善計画の概要＞ 

・通知遅延対策 

再度個々のメーターの検針データを確認する作業の実

施など 

・小売電気事業者及び小売電気事業者の需要家への対応 

小売電気事業者の需要家向けの問合せ専用窓口の開設

など 

・経営管理体制の強化など 

遅延解消対策の執行状況を監視するチェック機能の強

化 

 

その後も、当委員会は、同社の改善計画の実施状況につ

いて月２回報告を受け、状況をフォローするとともに、当

委員会の職員が月２回程度同社を訪問し、状況を把握し、

追加的な対策を求めるなど、問題の解決に向けた指導を行

った。また、同年８月 26 日には、同社社長に当委員会で

の説明を求めるなどの対応も行った。 

その結果、2017 年３月末において、本来のルールであ

る４営業日以内の通知を概ね実現しており、引き続き、同

社において４営業日以内の通知に取り組んでいるところ

まで改善した。 

 

 

（２）一般送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評

価について 

他方、小売全面自由化後も地域独占が残る送配電部門に

ついては、市場競争が存在しないことから、効率化・料金

の低廉化を促進する仕組みが必要と考えられるため、2017

年１月 24 日に開催された第 68 回電力・ガス取引監視等委

員会において、2016 年度実績分から、一般送配電事業者

の収支状況（託送収支）や効率化の取組状況について、当

委員会が定期的に公開の場で事後評価を行うことにより、

各事業者における効率化・料金の低廉化と質の高い電力供

給の両立を促すことを決定した。「参照：第 11 図表 一般

送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評価について」 
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第 11 図表 一般送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評価について 

 

２．５．原価算定期間終了後の小売電気料金の事

後評価 

電気事業法等の一部を改正する法律（平成 26 年

法律第 72 号）（以下「第２弾改正電事法」という。）

附則の経過措置に基づく小売電気料金については、

原価算定期間終了後に毎年度事後評価を行い、利

益率が必要以上に高いものとなっていないかなど

を経済産業省において確認し、その結果を公表す

ることとなっている。2016 年度は以下のＡ，Ｂの

旧一般電気事業者を対象に確認を行った。 

A 北海道電力、東北電力、東京電力 EP、 北陸電

力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力及

び沖縄電力 

B 消費者基本計画の工程表において今年度に事

後評価を行う旨が記載されている北海道電力、東

北電力、関西電力、四国電力、九州電力及び直近 3

年度間の規制部門の電気事業利益率が高くなって

いる東京電力 EP 

 

 

＜事後評価のポイント＞ 

A 北海道電力、東北電力、東京電力EP、北陸電力、

関西電力、中国電力、四国電力、九州電力及び沖

縄電力の事後評価に関する当委員会における確認 

「電気事業法等の一部を改正する法律附則に基

づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」

（20160325資第12号）第2(7)④に基づく値下げ認

可申請の必要がないか確認を行った。 

 

B 北海道電力、東北電力、関西電力、四国電力、

九州電力及び東京電力EPの事後評価に関する料金

審査専門会合における確認 

 評価のポイントは下記の通り 

①料金原価と実績費用の比較 

  個別費目について、料金原価を合理的な理由

無く上回る実績となっていないか。 

 

②規制部門と自由化部門の利益率の比較 

  規制部門と自由化部門の利益率に大きな乖離

はないか。乖離が生じている場合の要因は合理
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的か。 

 

③経営効率化への取り組み 

  経営効率化への取り組みは着実に進捗してい

るか。 

＜料金審査専門会合の開催実績＞ 

2017 年２月１日  第 22 回料金審査専門会合 

2017 年２月 15 日  第 23 回料金審査専門会合 

2017 年３月１日  第 24 回料金審査専門会合 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

＜事後評価の結果＞ 

A 北海道電力、東北電力、東京電力EP、北陸電力、

関西電力、中国電力、四国電力、九州電力及び沖

縄電力の事後評価に関する当委員会における確認 

原価算定期間終了後の事後評価において、第２

弾改正電事法附則第16条第３項の規定によりなお

その効力を有するものとして読み替えて適用され

る同法第1条の規定による改正前の電気事業法（昭

和39年法律第170号）第23条第１項の規定による供

給約款等の変更の認可の申請命令に係る「電気事

業法等の一部を改正する法律附則に基づく経済産

業大臣の処分に係る審査基準等」（20160325資第12

号）第2(7)④に係る値下げ認可申請の必要は認め

られなかった。 

評価の詳細は以下の通り 

 

①電気事業利益率による基準 

第12図表の通り、東北電力と東京電力EPを除く

７社については、電気事業利益率が電力10社平均

を下回っており、当該基準に該当しなかった。「参

照：第12図表 直近３年度の規制部門の電気事業

利益率及び電力10社の過去10年度の電気事業利益

率」 

 

 

 

第 12 図表 直近３年度の規制部門の電気事業利益率及び電力 10 社の過去 10 年度の電気事業利益率 

 北海道 東北 東 京

EP 

※１ 

北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 10 社 

10 年平均 

2013 年度 △12.2% 5.9% 4.2% 0.9% △1.1% △0.8% 1.1% △2.4% 2.8%  

2014 年度 2.2% 5.9% 4.0% 1.7% △2.7% 4.1% 3.8% △2.8% 3.5%  

2015 年度 3.7% 6.9% 6.9% 0.4% 7.1% 0.3% 1.3% 6.2% 2.5%  

３年度平均 

※２ 

△2.1% 6.2% 5.0% 1.0% 1.1% 1.2% 2.1% 0.3% 2.91% 2.93% 

直近３年度の規制部門の電気事業利益率及び電力10社の過去10年度の電気事業利益率 

※１ 各年度の数値は、東京電力株式会社の利益率。（2016 年４月１日より分社化） 

※２ 各年度の%の単純平均 

出典：各電力会社の部門別収支計算書より電力・ガス取引監視等委員会事務局作成 
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②規制部門の累積超過利潤による基準又は自由化

部門の収支による基準 

下表の通り、東北電力、東京電力EPの両社にお

いて規制部門の累積超過利潤は、一定水準額を上

回っておらず、また直近２事業年度連続して赤字

ともなっていないことを確認した。 

 以上、東北電力及び東京電力EPとも規制部門の

累積超過利潤による基準、自由化部門の収支によ

る基準のいずれにも該当しなかった。「参照：第13

図表 規制部門の累積超過利潤と一定水準額」 

 

 

第13図表 規制部門の累積超過利潤と一定水準額 

規制部門の累積超過利潤と一定水準額          (単位：百万円) 

 

出典：東北電力及び東京電力 EP への電力・ガス取引監視等委員会事務局のヒアリングに基づき作成 

 

直近２事業年度の自由化部門の電気事業損益      （単位：百万円） 

 

出典：東北電力及び東京電力 EPの部門別収支計算書より電力・ガス取引監視等委員会事務局にて作成 

 

 

B 北海道電力、東北電力、関西電力、四国電力、

九州電力及び東京電力EPの事後評価に関する料金

審査専門会合における確認 

料金審査専門会合において確認を行った結果、

各社の電気料金収支などは不適切なものではない

との結論だった。 

評価の総評は以下の通り。 

燃料価格や為替レートの大幅な変動、原子力

発電再稼働の遅延などの諸事情を踏まえると、

全般的に正当な理由なく想定原価を上回った費

用実績は見られず、今回事後評価の対象となっ

た事業者について、現行の認可料金に関する引

き下げ認可申請の必要性は認められなかった。 

他方で、厳しい経営環境下において適切な人

材を確保する必要性などからやむを得ない事情

は認められるが、全ての会社において人件費に

おける給与実績が想定原価を上回っていた。各

企業における経営事情もあるものの、事業者に

おいては、当該費用項目に限らず、料金審査時

の査定内容を十分に踏まえて事業運営に取り組

東北 東京 EP 

2017 年度末超過利潤累積額① 28,095 △131,099 

一定水準額② 41,879 147,033 

一定水準額を上回っているか。（①＞②か） No No 

東北 東京 EP 

2016 年度① 47,951 141,736 

2017 年度② 80,815 210,041 

2 年連続で赤字となっているか。（①＜0 かつ②＜0 か） No No 
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むことが求められる。 

経営効率化努力の主要な取組として発電所の

修繕費の削減が見られ、これらは原価に織り込

まれた費用について、供給信頼度を害すること

がないようにリスクマップでの評価（重要度・

緊急度に応じた優先順位付け）に基づき実施さ

れている。安全対策・供給信頼度維持に不可欠

な投資は適切に実施すべきであって、そのため

に必要な費用は適正なコストとして電気料金の

原価に含まれているところであり、当然のこと

ながら修繕費の緊急繰延べの判断は、技術的知

見や代替措置の効果・費用なども踏まえつつ、

引き続き慎重にリスク評価を行って対応すべき

である。 

効率化努力としては、単なる一時的な収支改

善効果を伴う取組を超え、将来的な原価削減、

さらには電気料金抑制につながる構造的・恒常

的なコスト改善努力を追及すべきである。今回

の評価においても、各社の様々な取組が紹介さ

れたところであるが、事業者間で直接的な競争

関係にないネットワーク部門での各社の努力に

ついては、相互に情報共有し、参考となる取組

について、自社の特徴を踏まえた改良なども行

いつつ積極的に取り込むことが重要である。ま

た、自由化部門での競争は電気供給コスト全体

の効率化に資するものであり、事業者において

は全面自由化された小売市場において創意工夫

を凝らした競争に取り組むことが求められる。 

今後の原子力再稼働の見通しが定まらないと

の事業者の見解も見られ、また、現行の原価は

一定の原子力稼働率を前提に算出されているも

のではあるが、直近の収益状況は、原価算定期

間中の経営効率化努力もあって改善傾向にある

ところである。事業者においては、原子力再稼

働時には火力燃料費などの負担が現状よりも軽

減されるであろうことを踏まえ、そのコスト低

減効果を一時的な支出繰延べの削減、消費者へ

の還元などに適切に充てるよう検討すべきであ

る。 

以上に鑑み、事業者には、引き続き経営効率化

努力に真摯に取り組むこと、経過措置料金の適正

性に関して消費者への分かりやすい説明、情報提

供を行うことが求められる。 

 

２．６．監査 

電気事業法第 105 条及び第２弾電事法附則第 21

条の規定に基づき、一般送配電事業者、みなし小

売電気事業者及び送電事業者（以下「一般送配電

事業者など」という。）12 社に対し監査を実施した。 

2016 年度監査においては、電気事業において、

昨年度に引き続き託送供給に伴う禁止行為を重点

監査項目として実施し、「適正な電力取引について

の指針」（2017 年２月６日改正 公正取引委員会・

経済産業省）に規定する公正かつ有効な競争の観

点から「問題となる行為」が行われていないか確

認した。 

2016 年度において実施した監査の結果について

は、監査実施者から 15件の指摘事項の報告があり、

当委員会で内容を確認した結果、電気事業法第 66

条の 11に基づく一般送配電事業者などに対する勧

告並びに同法第 66 条の 12 に基づく経済産業大臣

への勧告を行うべき事項は認められなかったが、

今後の事業実施に対する事業者の自主的改善を促

す観点から、口頭による所要の行政指導を６事業

者（10 件）、書面による所要の行政指導を４事業者

（５件）に対して実施した。 

 

３．電力市場の更なる効率化、競争促進のための

取組 

３．１．ネガワット取引に係る環境整備について 

従前の電力システムは、電力需要を所与のもの

として、電力供給をいかに確保するかという視点
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からの取組が中心であったところ、2011 年３月の

東日本大震災とこれに伴う原子力発電所の事故を

契機として、省エネルギーの強化とともに、電気

の供給状態に応じて消費形態を変化させる取組、

いわゆるディマンドリスポンスが重要視されるよ

うになった。 

エネルギー基本計画（2014年４月11日閣議決定）

では、ディマンドリスポンスの次の段階として、

複数の需要家が需要を抑制することにより得られ

る電気を束ねて取引する事業者（いわゆるネガワ

ット事業者）を介すなどして、小売電気事業者な

どの依頼に応じて需要家が需要を抑制し、その対

価として当該需要家に報酬を支払う仕組みである

ネガワット取引の確立に取り組むこととされた。

また、ネガワット取引を始めとするディマンドリ

スポンスを使った新たな事業形態を導入しやすい

環境を整備し需要を管理することにより、電気の

安定供給の実現を図ることとされた。 

当該環境整備の一環として、2017 年４月１日の

「電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成

27 年法律第 47 号）」（第３弾改正電事法）の一部施

行により、需要家が需要を抑制することにより得

られる電気を、小売供給を行う事業者へ当該小売

供給に用いるために卸供給する「特定卸供給」が

電気事業法上規定されるとともに、特定卸供給に

ついても発電した電気と同様に、一般送配電事業

者が行う電力量調整供給（インバランス供給）の

対象と位置付けられることになった。これにより、

需要抑制により得られる電気を他の小売電気事業

者などに転売するなど、ネガワット取引を促進す

るための制度が整備されることとなる。 

このような中、当委員会のもとに設置した制度

設計専門会合では、ネガワット取引の適正な実施

の確保を図るため、需要抑制により得られる電気

を転売するネガワット事業者に対し求める規律な

どについて検討を実施した。 

また、経済産業省と公正取引委員会が共同で定

める「適正な電力取引についての指針」について

も、ネガワット取引の適正な実施を確保するため

所要の改定を行った。 

同指針のうち、経済産業省が担当する部分につ

いては、制度設計専門会合での議論を踏まえ、当

委員会から経済産業大臣に建議し、2017 年２月６

日に経済産業大臣が改定した。 

 

３．２．一般送配電事業者による調整力の公募調

達について 

2016 年４月１日に、電力小売全面自由化や新た

なライセンス制の導入を定めた第２弾改正電事法

が施行され、これまで旧一般電気事業者が自社の

発電設備を用いて行ってきた、系統全体の周波数

維持などの高品質な電力供給を確保する業務であ

るアンシラリーサービスは、一般送配電事業者が

担うこととなった。また、一般送配電事業者は、

アンシラリーサービスの実施に必要な電源などを

調整力として発電事業者などから調達するととも

に、その調整力の確保に必要なコストは託送料金

で回収される仕組みとなった。この仕組みにより、

発電事業者などによる競争が進み、多様な発電事

業者などの参画による調達が可能な調整力の量の

増大や、質の向上、一般送配電事業者による更な

る効率的な調整力の活用が期待されている。 

この仕組みは、一般送配電事業者による調整力

の調達が公平性・透明性を確保した上で行われる

ことを前提として機能するものであることから、

2016 年度から行われる一般送配電事業者による調

整力の調達は、原則として、公募などの公平性か

つ透明性が確保された手続により実施する必要が

あるが、その手続の具体的な内容は各一般送配電

事業者に委ねられている。 

このため、事前に一般送配電事業者による適切

な調整力の調達の在り方について基本的な考え方
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を示し、調整力の公募調達が公平性・透明性を確

保した形で円滑に開始できるよう、当委員会の下

に設置した制度設計専門会合において、同年４月

から７月にかけて、公平性や透明性が確保された

公募調達の実施方法や当委員会による監視の在り

方などについて議論を続け、「一般送配電事業者が

行う調整力の公募調達に係る考え方」として、公

募調達の公平性・透明性を担保するための考え方、

望ましいと考える公募調達の実施方法などを取り

まとめた。 

＜「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に

係る考え方」の主な内容＞ 

・公募調達の実施に当たり、一般送配電事業者が

説明すべき事項、契約期間、費用精算などの主な

契約条件、落札の評価などの考え方 

・公募調達についての意見募集や公募調達の実施

後における契約金額などの開示の考え方 

・公募調達の実施後に行う監視の在り方 

当委員会では、「一般送配電事業者が行う調整力

の公募調達に係る考え方」に基づいた指針を制定

することが、電力の適正な取引の確保を図るため

に必要があると判断したため、電気事業法第 66 条

の 13 第１項の規定に基づき、同年９月、経済産業

大臣に対して建議を行った。 

その後、本建議を踏まえ、経済産業大臣により、

「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係

る考え方」が制定され、一般送配電事業者は当該

考え方に基づき、2017 年度分の調整力の公募調達

を実施した。 

 

３．３．広報／消費者保護対策 

電力の小売全面自由化開始後も、消費者が正し

い情報を持つことで、トラブルに巻き込まれるこ

となく、各々のニーズに合った適切な選択ができ

ることが重要である。 

こうした意識のもと、2016 年９月に当委員会で

は、需要家に対し、電力の小売全面自由化に関す

るアンケート調査を実施した。 

アンケート調査で得た需要家の意識も踏まえ、

当委員会では、全国各地での説明会及び周知イベ

ント「電力・ガス自由化セミナー」などの開催や、

テレビ・新聞・雑誌などのメディアを通じた広報、

自由化説明動画の作成など、自由化の周知・広報

を積極的に実施してきた。 

また、昨年度に引き続き、消費者保護強化のた

め、当委員会と独立行政法人国民生活センターが

共同で、消費者から寄せられたトラブル事例やそ

れに対するアドバイスを公表するなどの取組を実

施した。 

 

○アンケート調査の実施 

 消費者 10000 人を対象に電力会社や電気プラン

の切替え意向などについてアンケート調査を実施

した。さらに、電力会社又は電気プランを切り替

えた 1000 人に対して、切替え後の満足度など詳細

なアンケート調査を実施した。 

 

○各種説明会等の開催 

 ブロック別説明会（全国 10 エリア）、都道府県

別説明会、消費者団体・企業での説明会を実施し

た。 

 消費者をターゲットに、商店街やショッピング

センターなどでイベントを開催した（17 箇所）。ま

た、イベントホールやショッピングセンターなど

でセミナーを開催した（10 箇所）。 

 

○メディア向けの情報発信 

電力小売全面自由化開始後の状況について、プ

レス懇談会（経済産業省記者クラブのブリーフィ

ング）を開催した。また、新聞社や出版社に向け

て電力小売全面自由化についての説明を随時実施

した。 
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○電力自由化キャラバン・電力・ガス自由化セミ

ナーの開催 

前年度から引き続き、消費者に対し電力自由化

に関する正確な情報を分かりやすく発信するため

の周知イベント「電力自由化キャラバン」を全国

各地で開催した。また、電力小売全面自由化開始

後１年のタイミングで、再度周知啓発のために、

ガス小売全面自由化と合わせて電力・ガス自由化

セミナーを開催し、消費者保護のための取組を強

化した。 

 

○消費者向け動画の作成 

 電力自由化の制度や疑問を開設した動画を作成

し、セミナーでの放映、ホームページへの掲載を

実施した。 

 

○自由化関連ＷＥＢページの拡充 

 電力小売全面自由化に関する消費者向けＱ＆Ａ、

特設サイトなどのコンテンツを更に拡充した。 

 

○独立行政法人国民生活センターとの連携協定 

 昨年度に引き続き、電力小売全面自由化に関し

て、消費者から寄せられる契約トラブルなどの情

報を随時共有し、それに対するアドバイスを含め

情報を共同で公表するとともに、全国の消費生活

センターへ情報を発信した。また、国民生活セン

ターと連携した研修会、勉強会を随時実施した。 

 

４．ガス小売全面自由化に向けた取組など 

４．１．ガス小売事業者の登録に係る事前審査 

 ガス小売事業者の登録に当たっては、資源エネ

ルギー庁が、最大需要に応じるために必要な供給

能力を確保できる見込みなどがあるかという視点

から、当委員会が、「ガスの使用者の利益の保護の

ために適切でないと認められる者」に該当しない

かという視点から、それぞれ審査を行っている。

「参照：第 14 図表 登録に係る手続フローと登録

審査の観点」 

ガスの小売全面自由化に先立って、2016 年８月

からガス小売事業者の事前登録受付を開始し、順

次審査を行ってきた。2017 年４月１日現在におい

て、45 件のガス小売事業者登録の申請があり、審

査の結果、45 者の登録を行った。 

 

 

第 14 図表 登録に係る手続フローと登録審査の観点 

 

４．２．経過措置料金規制を課す事業者の指定 

 2017 年４月からのガスの小売全面自由化に伴い、

ガスの小売規制料金は原則撤廃されることとなる

が、ＬＰガス、オール電化などとの競争状態が十

分でないと判断される場合、需要家利益の保護の

観点から、経過措置として小売規制料金が課され
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ることとなっている。総合資源エネルギー調査会

基本政策分科会の下に設置されたガスシステム改

革小委員会において決定された指定基準に基づき、

一般ガス事業者については、経過措置料金規制を

課す事業者として、12 事業者を指定し、簡易ガス

事業者については、全国 7432 団地のうち、1730 団

地を指定した。 

 

４．３．託送供給約款の審査 

ガス小売全面自由化の実施に向けて、2016 年７

月末に大手３社の東京ガス、東邦ガス、大阪ガス

を始めとする、一般ガス事業者 127 社が、小口向

けを含む新たな託送料金などを内容とする託送供

給約款の認可申請を行った（一般ガス事業者 203

社のうち、託送供給約款を制定する必要があるの

は、他社と導管がつながっている一定規模以上の

事業者 127 社。）。「参照：第 15 図表 託送料金認

可手続（本省所管分）」これを受け、同年８月１日

に経済産業大臣（各経済産業局所管分は経済産業

局長）から、当委員会に対して意見の求めがあっ

た。 

経済産業大臣からの意見徴収を受け、当委員会

は、次の方針で託送供給約款の審査を進めること

とした。 

東京ガス、東邦ガス、大阪ガスの大手３社につ

いては、託送供給約款の認可に当たって、当委員

会の下に設置した料金審査専門会合（座長：安念

潤司 中央大学法科大学院教授）において、中立

的・客観的かつ専門的な観点から審査することと

した。 

北海道ガス、仙台市ガス局、京葉ガス、北陸ガ

ス、静岡ガス、広島ガス、西部ガスの準大手７社

については、当委員会又は各経済産業局において、

料金審査専門会合の委員から個別に意見を聞き、

かつ、料金審査専門会合の審査状況を反映しつつ

審査することとした。 

その他の一般ガス事業者 117 社については、当

委員会又は各経済産業局において、料金審査専門

会合の審査状況を反映しつつ審査することとした。 
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第 15 図表 託送料金認可手続（本省所管分） 

 

 

料金審査専門会合は、同年８月から５か月にわたって、

計８回開催され、東京ガス、東邦ガス、大阪ガスの大手３

社の申請内容について厳正に審査を行い、同年 12 月１日

に「査定方針案」を取りまとめた。 

同年 12 月７日に当委員会は、査定方針案をもって検討

を行い、本省所管の事業者について、次頁の「託送供給約

款認可申請への査定方針のポイント」のとおり、査定方針

を策定し、同日、当委員会の意見として経済産業大臣に提

出した。「参照：第 16 図表 託送供給約款認可申請への査

定結果のポイント」 

この意見を踏まえ、経済産業大臣は、申請内容の修正を

提出するよう各社に指示を出し、同年 12 月 26 日に託送供

給約款を認可した。 

また、各経済産業局所管の事業者についても、当委員会

は、12 月９日までに当委員会としての意見（査定方針）

を各経済産業局長に提出した。この意見を踏まえ、各経済

産業局長は申請内容の修正を提出するよう各社に指示を

出し、同月 28 日までに各経済産業局長が託送供給約款を

認可した。 

 各事業者は今回認可された新しい託送供給約款を速

やかに公表し、2017 年４月１日からの新制度の実施に向

けた準備を進めた。
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第 16 図表 託送供給約款認可申請への査定結果のポイント 
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４．４．各種ガイドラインの整備 

 ガスの小売全面自由化を契機に多様な事業者が

参入することを踏まえ、関係事業者がガス事業法

などを遵守するための指針を示し、これによりガ

スの需要家の保護を図るため、新たなガイドライ

ン「ガスの小売営業に関する指針」を策定した。 

 同指針は当委員会の下に設置した制度設計専門

会合（座長：稲垣隆一当委員会委員）において、

2016 年９月から４か月にわたって議論を行い、当

委員会から経済産業大臣に建議し、2017 年１月 24

日に経済産業大臣が制定した。 

 また、ガスの小売全面自由化に合わせ、ガス市

場を競争的に機能させる観点から、経済産業省と

公正取引委員会が共同で定める「適正なガス取引

についての指針」についても所要の改正を行った。 

 同指針のうち経済産業省が担当する部分につい

ては、制度設計専門会合において 2016 年９月から

５か月にわたって議論を行い、当委員会から経済

産業大臣に建議し、2017 年２月６日に経済産業大

臣が改定した。 

 ２つの指針の内容については、説明会の開催な

どを通じて、４月からガス小売市場に参入する事

業者への周知徹底を図った。 

 

「ガスの小売営業に関する指針」のポイント 

（１）需要家への適切な情報提供 

①問題となる行為 

「当社と契約しないとガス漏れなどの緊急時対

応が一切なくなる」など、需要家の誤解を招く情

報提供で自社のサービスに誘導しようとするこ

と。 

需要家と契約を締結する際、解除時の違約金な

どの内容や内管（需要家の敷地内にあるガス管）

などの工事費負担の有無・算定方法、セット販売

時の料金割引などの適用条件などの供給条件に

ついて説明・書面交付を行わないこと。 

②望ましい行為 

一般消費者向けの標準メニューや平均的なガス

使用量における月額料金例を公表すること。 

ガス料金に工事費などが含まれている場合に、

請求書などにその内訳を明記すること。 

需要家がクーリング・オフをした場合やガス小

売事業者から契約を解除した場合などには、需要

家が無契約状態となり供給が停止されるおそれ

があることについて、ガス小売事業者が需要家に

対し一定の説明をすること。 

 

（２）営業・契約形態の適正化 

○問題となる行為 

ワンタッチ供給（ガス小売事業者が需要場所に

おいて他の事業者からガスの卸供給を受け、当該

需要場所において当該ガスによる小売供給）を行

うガス小売事業者が、契約解除の際、卸売事業者

との間の卸供給契約の解除を不当に怠ること。 

 

（３）契約内容の適正化 

○問題となる行為 

不当に高額の違約金などを設定するなど、解除

を著しく制約する内容の契約条項を設けること。 

解除手続や更新を拒否する手続の方法を明示し

ないなど、解除を著しく制約する行為をすること。 

 

（４）苦情・問合せへの対応の適正化 

①望ましい行為   

導管の破損など、導管要因でガスの供給に支障

が生じていることが明らかな場合にガス導管事

業者がホームページなどを通じて提供する情報

を用いて、ガス小売事業者が消費者からの相談や

問合せに応ずること。 

原因不明なガスの供給支障発生時に、ガスメー

ターの操作方法など消費者に対し適切な助言を

行うこと。 
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②問題となる行為 

原因不明なガスの供給支障に対し、消費者から

の問合せに不当に応じないこと。 

 

（５）契約の解除手続の適正化 

○問題となる行為 

契約解除の申入れが、契約者（需要家）本人か

らのものであるか、適切な方法で本人確認をしな

いこと。 

契約解除について、解除予告通知を行うことや

最終保障供給約款・経過措置約款を申し込む方法

があることを説明することなどの適切な対応を

怠ること。 

 

「適正なガス取引についての指針」の主な改定事

項（ガス事業法関連部分） 

（１）小売分野 

小売事業者が需要家への請求書などに託送供給

料金相当の支払金額を明記することを、望ましい

行為と位置付ける。 

小売事業者が不当に高い解約補償料の徴収など

を行うことを、問題となる行為と位置付ける。 

 

（２）卸売分野における適正なガス取引の在り方 

考え方として、パンケーキ問題（託送供給の区

域を跨ぐごとに託送供給料金が課されていたと

いう問題）の解消の趣旨を踏まえ、卸供給料金か

ら卸託送供給料金に相当する金額を引き下げる

ことが適切である旨を追記。 

ＬＮＧ等を保有する事業者が新規参入者などに

対して積極的に必要な卸供給を行うことを、望ま

しい行為と位置付ける。 

 

（３）製造分野 

熱量調整設備などのガス製造に必要な設備を保

有する事業者がガス製造に係る業務を積極的に

受託することを、望ましい行為と位置付ける。 

ガス製造事業者が正当な理由なくガス受託製造

を拒むことなどを、問題となる行為と位置付ける。 

（４）託送分野 

ガス導管事業者が導管網への接続の検討に関す

る情報提供を行うことを、望ましい行為と位置付

ける。 

ガス導管事業者が計量器の交換の可否・交換時

期に関して、自己又はグループ内の小売部門の需

要家であるか否かにより不当に差別的に取り扱

うことなどを、問題となる行為と位置付ける。 

 

４．５．広報／消費者保護対策 

ガスの小売全面自由化の実施に当たっては、消

費者が正しい情報を持つことで、トラブルに巻き

込まれることなく、各々のニーズに合った適切な

選択ができることが重要である。 

そのため、当委員会では、ガス小売全面自由化

前に全国各地での説明会及び周知イベント「電

力・ガス自由化セミナー」の開催や、テレビ・新

聞・雑誌などのメディアを通じた広報、パンフレ

ット・ポスターの配布、自由化説明動画の作成、

専用ポータルサイト・コールセンターの設置など、

自由化の周知・広報を積極的に実施してきた。 

さらに、消費者保護強化のため、当委員会と独

立行政法人国民生活センターが共同で、消費者か

ら寄せられたトラブル事例やそれに対するアドバ

イスを公表するなどの取組を実施した。 

 

○各種説明会などの開催 

 ブロック別説明会（全国 10 エリア）、都道府県

別説明会、消費者団体・企業での説明会を実施し

た。 

 消費者をターゲットに、イベントホールやショ

ッピングセンターなどでセミナーを開催した（10

箇所）。 
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○電力・ガス自由化セミナーの開催 

 消費者に対し、ガス小売全面自由化に関する正

確な情報を分かりやすく発信するためのセミナー

をガス小売全面自由化直前に全国各地で開催し、

消費者保護のための取組を強化した。 

 

○メディア向けの情報発信 

ガス小売全面自由化直前に、地方新聞社連合会

との意見交換会を開催した。また、新聞社や出版

社に向けて、ガス小売全面自由化についての説明

を随時実施した。 

 

○新聞、女性誌への啓発広告の掲載など 

 全国の地方新聞47紙にガス自由化についての啓

発広告などを掲載した。また、主婦向け生活情報

誌に特集広告を掲載するとともに、電力・ガス自

由化について説明した小冊子 5000 部を作成、配布

した。さらに、リーフレット 5000 部も作成、配布

した。 

 

○ポスター・パンフレットの配布・掲示 

 ポスター5,300 部、パンフレット 55,300 部を作

成し、各都道府県などに配布した。また、東京メ

トロ駅構内においても掲示した。 

 

○消費者向け動画の作成 

 ガス自由化を分かりやすく説明した動画を作成

し、セミナーでの放映、ホームページへの掲載を

実施した。 

 

○自由化関連ＷＥＢページの作成など 

 ガス小売全面自由化に関する消費者向けＱ＆Ａ、

特設サイトなどのコンテンツを用意した。 

 

○独立行政法人国民生活センターとの連携協定 

 電力小売全面自由化だけでなく、ガス小売全面

自由化についても、消費者から寄せられる契約ト

ラブルなどの情報を随時共有し、それに対するア

ドバイスを含め情報を共同で公表するとともに、

全国の消費生活センターへ情報を発信した。また

国民生活センターと連携した研修会、勉強会を随

時実施した。 

 

４．６．監査 

ガス事業において、2017 年４月からのガスの小

売全面自由化に伴い、電気事業と同様に託送供給

に伴う禁止行為を重点監査項目として実施し、「適

正なガス取引についての指針」（2017 年２月６日改

正 公正取引委員会・経済産業省）に規定する公正

かつ有効な競争の観点から「問題となる行為」が

行われていないか確認した。 

2016 年度において実施した監査の結果について

は、監査実施者から 65件の指摘事項の報告があり、

当委員会で内容を確認した結果、改正前のガス事

業法第 47条の７に基づく一般ガス事業者などに対

する勧告並びに同法第47条の８に基づく大臣への

勧告を行うべき事項は認められなかったが、今後

の事業実施に対する事業者の自主的改善を促す観

点から、口頭による所要の行政指導を 23事業者（26

件）、書面による所要の行政指導を９事業者（39 件）

に対して実施した。 
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